
１ 生活再建 
１－１ 住まいの確保 
（１）応急仮設住宅の建設(1 ページ) 

＜能登半島地震＞ 

   ・ 応急仮設住宅については、必要戸数の全てが完成。(6,882戸)  
   ・ 浸水被害のあった 6団地は全て復旧工事が完了。(218戸) 

＜9月 20日からの大雨＞ 

   ・ 応急仮設住宅については、必要戸数の全てが着工済。(286戸) 

   ・ 来年 2月から遅くとも 3月末までに完成を目指す方針。 

（２）恒久的住まいの確保（2ページ、8ページ） 

   ・ 地域福祉推進支援臨時特例交付金の創設 

   ・ 災害復興住宅融資や「いしかわ型復興住宅」モデルプランによって住まいの自力再建を

後押し。 

   ・ 災害公営住宅整備に向け、一部市町で設計等に着手。 

   → 引き続き、自力再建や災害公営住宅の早期整備に向けて支援。 

１－２ 被災者の命・健康を守るための取組 
（１）被災者の命・健康を守るための取組（2ページ） 

・ 被災地における心のケア等については、「石川こころのケアセンター」を設置。 

    【活動実績（総数）】 電話相談：734件 仮設住宅等への訪問支援：633件 

（令和 6年 11月末時点） 

   → 令和７年１月以降、能登半島北部に新たな拠点を設置予定。 

・ 保健師等による巡回訪問や、 見守り・相談支援を実施。 

     【被災者見守り・相談支援等事業の実績】 

     ：支援件数（累計）：67,521件（１月～10月） 

→ 仮設住宅の高齢者等への相談支援や食事・入浴等を提供するサポ 

ート拠点 6箇所について、順次整備に着手。 

      うち 1箇所は令和 7年 1月に開業予定。 

残りの 5箇所は令和 7年 4月以降順次開業予定。 

（２）保育所（3 ページ） 

・ 奥能登２市２町において、地理的に通える範囲内でいずれかの園の利用ができている状

況。 

・ 利用児童数に対応した保育士数は確保できている。 

 → ２次避難しているこどもが戻ってきた時に、安心して保育を受けられる体制を整備（災

害復旧の完了、保育士の確保等）。 

１－３ 医療・介護施設の復旧に向けた取組（2 ページ） 
（１）医療施設 

・ 能登北部・中部の 13病院中、12病院が既に診療再開済み。 

（２）高齢者施設 

・ 能登地域６市町の休止した 28施設のうち、16施設が復旧済(12月 11日時点）。残り 12施

設中、4施設が再開の方向で検討中。 

（３）障害福祉施設 

・ 被災した能登地域６市町の 46施設中、37施設が

復旧済(12月 11日時点）。残り 9施設中、4施設が

再開の方向で検討中。 

→ 引き続き、施設復旧に向けた支援を推進。 

 

 

 

１－４ 特別行政相談及び応援職員の派遣の取組（4 ページ） 
（１）特別行政相談 

・生活支援情報の提供や被災者からの相談に対応し、被災者に寄り添う

「特別行政相談活動」を展開（石川県内 111か所で開設。約 5千件の

相談に対応。） → 自治体との連携を強化し、更に充実 

（２）応援職員の派遣 

・ 被災自治体において不足する人員について、全国の自治体から職員

を派遣し支援 

   ＜能登半島地震＞ 

    【短期の職員派遣の実績】最大時 18市町 1,263名（1月 26日時点）

延べ人数：18市町 115,959名 

    【中長期の職員派遣の実績】 319名の派遣を決定し、順次派遣。 

   ＜9月 20日からの大雨＞ 

    【短期の職員派遣の実績】最大時：3市町 94名 （10月 14日時点） 

延べ人数：3市町 3,310名 

→ 応急対策職員派遣制度の円滑な運用を行うため、要綱等を改正し、長期化に対応 

２ なりわい再建 
２－１ 農林水産業（5 ページ） 
（１）農業 

・ 奥能登地域では、令和 5年の水稲作付面積の約 8割で営農再開し

たが、豪雨で甚大な被害。 

→ 豪雨により被災した農地等約 400haのうち約 170ha（約 4割）を

来春の作付けに間に合うよう、復旧工事を進める。 

（２）林業 

・ 製材工場等の約 8割で営業再開。 

→ 引き続き復旧・整備への支援を実施。 

・ 特に被害が甚大な山腹崩壊(10箇所)では、国直轄による復旧事業を実施し、6箇所の応

急対策が完了。 

・ 残り 4箇所も令和 7年 6月までに応急対策を完了し、順次、本復旧工事に着手。 

（３）水産業 

・ 石川県の北部 6市町については、 施設の復旧とともに順次漁獲が回

復。 輪島地区では、7月に海女漁、9月に刺し網漁、10月に底びき網漁

が再開。11月解禁のずわいがに漁では底びき網漁船 32隻が出漁。  

→ 今秋冬シーズン中に震災前と同水準の操業体制となるよう、引き続き

漁港や水産業共同利用施設の復旧等に取り組む。 

 

２－２ 中小企業向け支援（6 ページ） 
・ なりわい補助金の申請受付とあわせて、延べ 61回の説明会（延べ約 6,200人参加）。 

・ 輪島塗の仮設工房は、間もなく希望する全ての職人が入居可能。 

・ 仮設商店街等も概ね整備を完了。追加要望に対応中。 

・ ９月の豪雨災害の際には、「能登半島地震と同水準の支援」を直ちに措置。 

 【支援実績】-なりわい補助金：836件交付決定 

 -持続化補助金：2,270件採択 

         -仮設工房：83室整備完了、伝産支援補助金：265件採択 

         -商店街にぎわい創出事業：118件採択、商店街災害復旧事業：16件交付決定 

         -仮設商店街：9件整備完了 

  → 被災事業者の置かれた状況は様々であり、引き続き被災者に寄り添いながら支援を推進。 

 

能登半島地震・豪雨における 1 年間の取組と今後の対応方針について 

こころのケアセンターの活動の様子 

介護施設の復旧の様子 

特別行政相談所 

現場での測量業務 

山腹崩壊の応急対策完了 

（大型土のう設置） 

ずわいがにの水揚げ 

輪島塗の仮設工房 

応急仮設住宅 

珠洲市：旧日置中学校グラウンド 

木造（まちづくり型） 



２－３ 観光（8 ページ） 
・ 北陸 4県での「北陸応援割」の実施等により、宿泊施設が通常通り営業可能な地域への風評

被害を払拭し、旅行需要を下支え。 
→ 地元の意見を踏まえながら、今後の被災地の復興状況に応じ可能な限り速やかに開始できる

よう、能登地域を対象とした補助率 7割の手厚い「復興応援割」を検討。 

２－４ 雇用・労働に対する対応（2ページ） 
 ・ 雇用調整助成金の特例措置やハローワークによる地域の雇用対策等を実施。 

   【支給実績】：30.8億円 （令和 6年 11月末時点、石川県） 

→ 在籍型出向を活用する事業主に対する助成金の創設や現在の雇用調整助成金の特例措置と同

様の休業支援を１年間受けられる措置を講じる。 

３ 公費解体（7 ページ） 
・ 公費解体申請数：34,482棟（12月 22日時点石川県発表） 

・ 令和 6年 12月末の中間目標(約 12,000棟解体)を達成し、計画を上回る

ペースで進展。（解体完了棟数（累計） ：13,547棟（12月 22日現在）） 

→ 令和７年 10月までの解体完了、同年度末までの災害廃棄物処理完了を目

指し、解体・撤去を推進。 

４ インフラ等 
４－１ 道路（8 ページ） 

  ・ 国道 249号沿岸部（輪島市門前町～珠洲市間）は、12/27までに全線通行確保

（一部区間では、迂回路を活用、緊急車両・地元車両限定） 

・ 年内に全ての集落等※へのアクセスを確保 

・ 県道以上の通行止め箇所数  ＜能登半島地震＞       87箇所(1/1)→11箇所 

     ＜9月 20日からの大雨＞ 48箇所(9/22)→8箇所 

→ 引き続き本復旧を推進。「能登半島における広域道路ネットワーク検討会」で、地域の復興計

画等の実現に向け、能登半島における広域道路ネットワークのあり方を検討。  

４－２ 土砂災害・河川（9 ページ） 
・ 塚田川等の大雨による被災箇所も含め、国による権限代行等の制度も活用

しながら、応急対策・本復旧を実施中。 

→ 令和 7年出水期までに応急対策を概ね完了することを 

目指す。 

４－３ 上下水道（9 ページ） 
・ 建物倒壊地域等を除き、地震による断水は 5月末に、大雨による断水は 12月末に解消。 

  ※地震により約 13.6万戸断水。豪雨により約 5,200戸断水。 

→ 復興まちづくり計画等を踏まえ分散型システムの導入も含めて検討し、本復旧を進める。 

４－４ 浄化槽（7ページ） 
・ 公共浄化槽については、住民へ復旧意向の確認を取れた約 1,000基につい

て、遅くとも年度内に概ね復旧工事が完了する見込み。 
・ 個人設置型浄化槽については、市町において約 700基の復旧補助申請を受

付し、うち約 400基が復旧完了。残りの約 300基も工事着手済。 

→ 引き続き、住民ニーズを踏まえ順次対応。 

４－５ 液状化災害の再発防止対策（9 ページ） 
・ 著しい液状化被害が集中した地域に対し、10月に液状化災害の再発防止に

向けた対策方針案を提示。 

・ 液状化対策を検討している被災自治体では、12月末までに液状化対策を含

む復興計画案を作成。 

→ 今後、復興事業計画を策定し、順次事業に着手。 

４－６ 港湾（9 ページ） 
・ 応急復旧により港湾機能を一定程度確保し、輪島港での漁業の再開な

ど地域のなりわい再開に貢献。 

・ 全ての港湾で本格的な復旧に向けた作業を実施。 

・ 12月 20日には和倉温泉護岸の復旧･再整備に全面着工。 

→ 旅館の営業再開に間に合うよう令和 8年度中の可能な限り早期の完了

を目指す。 

→ 地盤隆起の影響を受ける輪島港は、令和 8年度中の可能な限り早期の

完了を目指す。その他の港湾は、令和 7年度中の完了を目指す。 

４－７ 海岸（9 ページ） 
・ 宝立正院海岸では、国による権限代行により、大型土のう等による応急復旧を 4月までに実

施。 

・ 本復旧にあたっては、地元との調整が整った地区から着手（11月 25日に上戸地区において着

手）。 

→ 引き続き、背後の復興まちづくりと整合を図りつつ、珠洲市と連携して、早期完成を目指

す。 

４－８ 漁港（5 ページ） 
・ 地盤隆起のない地域では、応急工事により全ての漁港で陸揚が可能。 

 → 今後、順次本格復旧に着手し、着工後概ね 3年間で復旧工事の完了を

目指す。 

・ 地盤隆起が顕著な輪島市、珠洲市の 16漁港のうち、漁業の再開を優先

する 10漁港中 9漁港の仮復旧工事に着手し、うち 7漁港について工事を

完了。 

 → 引き続き、本復旧工事に着手していく。 

 

４－９ 復興まちづくり（9 ページ） 

・ 被災した 7市町(※)において復興まちづくり計画の素案を 12月末までに作成。 

 → 被災した 7市町(※)において、令和 7年 3月までに復興まちづくり計画を策定・公表。 

同計画にもとづく復興まちづくり事業に取り組む。 

※輪島市、珠洲市、能登町、穴水町、七尾市、志賀町、中能登町 

４－１０ 通信・放送（10 ページ） 
・ 通信・放送ともに、復旧は概ね完了 

→ 立入困難な場所については、一部サービスの本復旧が長期化する可能性があ

り、息の長い支援が必要。 

能登半島地震の教訓を踏まえ、インフラ強靭化や官民連携による「通信復旧

支援士（仮）」の創設等を推進。 

 

 

４－１１ 文教施設・文化財等（11 ページ） 
（１）文教施設 

・ 特に被害の大きかった奥能登 4市町の公立小学校 8校において仮設校舎が

8月に完成し、2学期から授業を開始。 

・ 補修復旧を行う奥能登 27校において本復旧の設計が完了したものから順

次工事に着手。 → 全ての学校において令和 7年度中に完了予定。 

（２）文化財 

・ 被災文化財の本格復旧に向けた災害復旧事業を実施。また、被災地にお

ける伝統行事や伝統芸能の継承等への支援を実施。 

  【災害復旧事業の実績】：着手済 14件 (令和 6年 11月時点) 

 

 

輪島朝市 

国道 249 号輪島市 千枚田工区 

大雨で被災した河川護岸 

（輪島市塚田川） 

地震により浮き上がった
浄化槽（七尾市内の例） 

旅館背後で倒壊した護岸 

（和倉港） 

座礁し傾いた漁船 

通信基地局の損壊 

学校施設の被害 

旧角海家住宅(重要文化財) 

液状化被害 （内灘市街地） 

※長期避難箇所に関連するところは除く 
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